
【現行】 市町村が個別に運営 【改革後】 都道府県が財政運営責任を担うなど中心的役割 

市町村 

都道府県 

都道府県が市町村ごとに決定した 

国保事業費納付金を市町村が納付 
・国の財政支援の拡充 
 

・都道府県が、国保の 

 運営に中心的役割を 
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市町村 

市町村 

市町村 国保運営方針 ※ 
(県内の統一的方針) 

給付費に必要な費用を、全額、市町村に支払う 

（交付金の交付） 

国民健康保険制度改革について 

1 

県 市町村 

Ｈ29.４～ 納付金・標準保険料率に係る実質的な検討・調整 
 

  
①県・市町村でH28年度に行った試算の結果と国が示す算

定方法に基づき、納付金等の算定方法を検討 
  
 
 
 
 
 
 
 
②今年度、再度行った試算の結果を踏まえ、算出方法に関

する県・市町村間での合意形成及び試算結果の公表 
 

 30年度納付金等 
 の推計 

・納付金、標準 
 保険料率の推計 

Ｈ29.９ 

Ｈ30.1 納付金等の確定・通知 
公表 

 
 特会条例等の改正 ・ 
 予算審議 
 

保険料率の算出 

・納付金、標準保険料
率を踏まえて算出 

 国保条例の改正・予算 
 審議 

・保険料率を決定 

Ⅱ 改革のスケジュール Ⅰ 国民健康保険の改革による持続可能な医療保険制度の構築（運営の在り方の見直し） 

国保運営方針策定 

新制度の施行 

納付金 

交付金 

 【構造的な課題】 

 〇年齢が高く医療費水準が高い。 
 
 〇低所得者が多い。 
 
 〇小規模保険者（市町村）が多い。 

 【改革の方向性】 

  
 〇 都道府県は、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う。 
 
 〇  都道府県が財政運営の責任主体となることで持続可能な医療保険制度を構築する。 
 
 〇 都道府県は、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針 ※ を示す。 
 
 〇 市町村は、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等を 
   引き続き担う。 
 

国
保
条
例
の
制
定
等 

 
 
※ 国保運営方針とは 
  平成３０年度から県と市町村が一体となって、国保の保険 
 者の事務を共通認識の下で実施するとともに、市町村が事 
 業の広域化や効率化を推進できるよう、課題や解決に向け 
 た各種取組の方向性などを取りまとめた統一的な方針 
  

  

納付金の徴収 
交付金の交付 

国保特会の新設など 

Ｈ30.４ 

Ｈ29.11 

Ｈ29.12 
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2【山梨県国民健康保険条例制定の背景】 

○ 平成２７年５月、国民健康保険法が改正され、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国民健康保険運営の中心的な役割を担うことと 

なった（平成３０年４月１日施行）。 

○ このため、山梨県国民健康保険条例において、県が行う国民健康保険に関し必要な事項を定める必要がある。 

 

【普通交付金】～医療給付型交付金～ 

市町村が行った保険給付の実績に応じて全額交付 

 

【特別交付金】～健康づくり型交付金～ 

◆災害その他特別の事情に応じた交付 

◆特定健診受診率、予防・健康づくりの取組状況に応じた交付など 

（保険者努力支援制度） 

 

 

【一般措置】 

 

●貸付事業 

＜県＞給付増が生じた場合 

＜市町村＞収納不足が生じた場合 

●交付事業 

＜市町村＞特別な事情がある場合（災害等） 

 

保険給付費の推計をもとに､保険料収納必要総額 

を算出し、医療費水準及び所得水準に応じて各市町 

村の納付金額を算定 

○ 国民健康保険事業の運営に関する

事項の審議 

① 国民健康保険保険給付費等交付金 ② 国民健康保険事業費納付金 ③ 財政安定化基金 

【参考】国民健康保険運営協議会 【現行】 市町村が個別に運営

市町村

都道府県

県は、市町村から国民健康

保険事業費納付金を徴収

・国の財政支援の拡充
・都道府県が、国保の運営に
中心的役割を果たす市町村

市町村

市町村

県は、市町村に国民健

康保険保険給付費等

交付金を交付

【改革後】 都道府県が財政運営責任を担うなど中心的役割

国保運営方針
（県内の統一的方針)

◎都道府県の役割
・ 財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮）

・ 市町村ごとの納付金を決定

・ 市町村ごとの標準保険料率等の設定

・ 市町村が行った保険給付の点検、事後調整

・ 市町村が担う事務の標準化、効率化、
広域化を促進

◎市町村の役割

・ 資格管理（被保険者証等の発行）

・ 保険料率の決定、賦課・徴収

・ 保険給付

・ 保健事業

（構造的な課題）

・年齢が高く

医療費水準が高い

・低所得者が多い

・小規模保険者が多い

財政安定化基金

の設置、運営

３
１

２

審議

国民健康保険

運営協議会

【特例措置】 

 

保険料の急激な変化に対応 

運営 徴収 交付 

 

【施行日】 

 平成３０年４月１日 

 ・納付金の額の算定については施行 

日前においても行うことが可能 

附則 
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国民健康保険制度改革に伴う納付金等の算定について 

○ 詳細については、引き続き、
地方との協議を進める 

1 

１．． 
運営の
在り方 
 (総論) 

 
運営の
在り方 
 (総論) 

県 

市町村 

Ｈ29.４ 

納付金・標準保険料率に係る実質的な検
討・調整 

 

 ①県・市町村でH28年度に行った試算の
結果と国が示す 

  算定方法に基づき、納付金等の算出
方法を検討 

 ②今年度、再度行う試算の結果を踏ま
え、算出方法に関 

  する県・市町村間での合意形成 

 
 
        
   
 
  

.収納対策の強化に向けた取組 .収納対策の強化に向けた取組 .収納対策の強化に向けた取組 

Ｈ29.夏頃 

Ｈ29.10 

30年度納付金等 
 の推計 

・納付金、標準 
 保険料率の推計 

Ｈ29.12 
Ｈ30.1 

Ｈ30.3 

納付金等の確定 

納付金等の通知 

 
特会条例、財政安定化基金 
条例等の改正・予算審議 

 

保険料率の算出 

・納付金、標準保険料
率を踏まえて算出 

 １ 何をどうやってくらべるのか 

  ア 納付金と比べる、保険料収納額でくらべる 
 イ H２７とH29推計を比べ、一定割合を超過していいる場合 
（本番はH28とH30） 

 【激変緩和措置を行
う理由】 
  本県では、各市町
村の所得水準や医療
費水準等が異なること
から、制度改正に伴い
（納付金の仕組みが導
入されたこと）、一部の
市町村では、被保険者
の保険料負担が急激
に増加することが想定
されており、これを回避
するため、激変緩和措
置を講ずる必要がある。 

Ⅱ 今後のスケジュール 

   国民健康保険の制度改革の概要（運営の在り方の見直し） 

 【改革の方向性】 

国保運営方針策定 

新制度の施行 Ｈ30.４ 

 保険料率の一本化につ
いて [山梨県国保運営方
針（案）] 

 当面保険料率は一本化しない 

 本県の現状 

 まずは、保険料算定方式等の平準化
を進めるとともに、医療費適正化や収
納対策などの取組を進めていく。 
 その上で、将来的には保険料率の一
本化を目指すこととし、具体的な進め
方については、３年ごとの運営方針の
見直しの中で検討していく。 

 
 
        
   
 
  

納付金 

交付金 

条
例
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 【構造的な課題】  〇年齢が高く医
療費水準が高い。 
 
 〇低所得者が
多い。 
 
 〇小規模保険
者（市町村）が多
い。 

 【改革の方向
性】 

  
 〇 都道
府県は、
当該都道
府県内の
市町村と
ともに、国
保の運営
を担う。 
 
 〇  都道
府県が財
政運営の
責任主体
となること
で制度を
安定化さ
せる。 
 
 〇 都道
府県は、
都道府県
内の統一
的な運営
方針とし
ての国保
運営方針
を示す。 
 
 〇 市町
村は、資
格管理、
保険給付、
保険料率
の決定、
賦課・徴
収、保健
事業等を 
   引き
続き担う。 
 

※ 

標準保険料率等を参考 
に保険料率を決定 

条
例
制
定 

国
保
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※ 国保運営方針とは 
  平成３０年度から県と市町村が一体となって、国保の保険 
 者の事務を共通認識の下で実施するとともに、市町村が事 
 業の広域化や効率化を推進できるよう、課題や解決に向け 
 た各種取組の方向性などを取りまとめた統一的な方針 
  

  

国保特会の新設 
基金の運用に関する必要事項 

  問い合わせ先 

 国保援護課 内
線３２６２ 

なぜ激変緩和を行うのか 

Ｈ29.８  H29.10 

現
行 

市 町 村 

住 民 

Ⅰ 納付金の算定方法（A市の納

付金額決定までのフロー） 

 
納付金総額 保険給付費等 

平等に 
割り当てる分 

所得に応じて 
割り当てる分 

× 

× 

Ⅰ 納付金の算定
方法（A市の納付

金額決定までの
フロー） 

 
納付金総額 

保険給付費等 

公費 

× 

＝  市町村ごとの 

 納付金 

  

 

A市の被保険者の 

保険料率の算定         
 

× 

× 

 
保険料額 

 

Ⅰ 激変

緩和措
置につ
いて 

 Ａパターン 

【デメリット】 
  市町村が独自の取組として
実施する保健事業に要する費用
を含まない状態で激変 
 緩和措置を行うため、保険料
率を算出する際に新たな激変が
生じてしまう可能性がある。 

メリット 
デメリット 

10万 

保険料の 
賦課 

徴収 

 Ⅲ 標準保険料
率の算定（A市の

標準保険料率決
定までのフロー） 

 Ⅲ 激変緩和措置について 

 
【具体的な対応方法】 
１ 激変緩和の対象額を把握する
方法 
  （１） H28年度決算額とH30年度
推計額を比較する。 
  （２） 比較する方法は２パター
ンある。 
      Aパターン 一人当たり納
付金額で比較  
      Bパターン 一人当たり保
険料で比較 
 ２ 比較した結果、負担が増加し
た場合の基準値の設定について 
   一定割合について 
  「H29年度決算額」と比べて一定
割合を超えて増加した部分に激変
緩和措置を講じる。 
  （例）一定割合＝県平均増減率
＋１％ 
  

2万 

 

保険料調定額 

  

公費（保険料軽減分） 

制度改正で何
が変わったか 

県が新た
に行う業
務１ 

県が新たに行う業務２ 

【結論】 次の理由から「保険料額」により激変緩和を行うこととしたい。 

       （１）国が示す基本的な方法であること  （２）被保険者個人
に着目して、保険料負担の激変を緩和することが有効であること 
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丈比べ 
2万 

丈比べ 

 

A市の一人

当たり 

保険料額           
 
  
  

保健事業費 

A市の国保特別会計（H30推計額） 

一人当たり額 

＝ 

10万
円 

1万円 

11万円 

10万円 

200/1000=0.2 

（法定外繰入） 

A
市
の
H2
7
年
度
の
一
人
当
た
り
の 
保
険
料
決
算
額 

公費（保険料軽減分） 

納付金 

法定外繰入金 

6万 

1万 

法定外繰入 

 A市の 

 一人当たり 

 納付金額 

  

10万円 

保険給付費等 

公費 

保険料 保険料 

保険給付費等 

公費 

7万円 

（法定外繰入） 

資料２ 

激変緩和額 3万円   

  

 
          
 

 

A市の一人当たり 

保険料額           
 
  
  

11万円 
保険料調定額 

7万円 

保健事業費  A市の 

 一人当たり 

 納付金額 

  

1万円 

10万円 ＝ 

 「保険料額」ベースで激変緩和 
保険事業費 

1万円 

A市の
H27一人
当たり納
付金相当
額 

48億円 

＝ 

  納付金額の算定 

  

A市の 

 一人当たり 

 納付金額 

  

 

 

 

 

 

  調整額 

 

  

 
          
 

 「納付金額」
ベースで調
整 

納付金相当額 

山梨県全体額 

納付金 
（医療分） 

保険給付費 

公費等 

自己負担額 

医 

療 

費 
 

720 
億円 

保険料 

保健事業費 

歳入 歳出 

× 
全県に占める 

所得額のシェア 

全県に占める 

被保険者（・世帯） 

数のシェア 

 納付金総額 医療費水準 

× 

× 

人数・世帯に
対して平等に 
割り当てる分 

所得に応じて 
割り当てる分 

一定割合 

平成２９年度 
納付金推計額 
平成２７年度 
納付金相当額 

山梨県の所得総額 

A市の
所得
シェア 

420億円 

600億円 180億円 

 

A市の一人当たり 

保険料額           
 
  
  

＝
 

保健事業費 

山梨県の所得総額 

A市の所得 
シェア 

120億円 

1/2 

1/2 

山梨県の被保険者数 

A市の被保険者数シェア 

 一人当たり 

保険料額 

保健事業費等 

一人当たり 

納付金額 ＝ 

応能 

応益 

(7割) (3割) 

参考資料 ３ 

3 

保険料の 
賦課 

徴収 

保険料の 
賦課 

徴収 

 ※ 後期高齢者支援金等に係る納付金については、医療費水準の算式を除き、上記と同様に算出する 



 納付金と保険料の違い  

・納 付 金 ＝ 市町村が県に納める金額 

・保険料総額 ＝ 市町村が被保険者に対する保険料率を算定するための基礎となる金額 

 

 

 

納付金 ＋ 
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業 

費 
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ど 

市 
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村 

に 

対 

す 

る 

公 

費 

必要と 

見込まれる 

保険料 

総額 

 

市町村の 

一般会計 

繰入金など 

保険料 

総額 

県が算定 市町村が決定 

－ ＝ － ＝ 

一人 

あたり 

保険料 

4 


